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「国立大学法人の組織及び業務全般の見直しに関する視点」について 
 
 国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第３５条におい

て、文部科学大臣は、国立大学法人の中期目標期間終了時に、組織及び業務の全般

にわたる検討を行い、所要の措置を講じるものとされています。 
これに先立って、今般、国立大学法人の組織及び業務全般の見直しに関し、国立

大学法人評価委員会において専門的な観点から議論をいただき、別添資料（「視点」）

がとりまとめられましたので送付いたします。 
なお、今後、文部科学省において「視点」を踏まえ組織及び業務全般の見直し内

容を作成し、６月を目途に文部科学大臣から各法人にお示しする予定ですので、念

のため申し添えます。 
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